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税務訴訟資料 第２６１号－５４（順号１１６４４） 

大阪地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税納税告知処分取消等請求事件 

国側当事者・国（東税務署長） 

平成２３年３月１７日棄却・控訴 

 

判 決 

原告         株式会社Ａ 

同代表者代表取締役  甲 

同訴訟代理人弁護士  藤井 榮二 

同          梅山 光法 

藤井榮二補佐人税理士 戸島 利夫 

被告         国 

同代表者法務大臣   江田 五月 

処分行政庁      東税務署長 

           木本 正行 

被告指定代理人    谷口 誠 

同          松帆 芳和 

同          杉浦 弘浩 

同          馬場 文明 

同          吉村 悠人 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 処分行政庁が平成１９年２月６日付けでした原告の平成１６年７月分の源泉徴収に係る所得税

納税告知処分及び不納付加算税賦課決定処分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、株式会社である原告が、その従業員持株会に対する貸付金を回収するため、同会が保有

する原告の発行済株式を代物弁済により取得したところ、処分行政庁が、当該代物弁済により消滅

した債権のうち、取得した株式に対応する資本等の金額を超える部分は「みなし配当」に該当し、

原告には源泉徴収義務があるとして、原告に対し、源泉徴収に係る所得税の納税告知処分及び不納

付加算税の賦課決定処分をしたことから、原告がこれらの処分の取消しを求めた事案である。 

１ 前提事実等（事実は、当事者間に争いがないか、掲記の証拠（書証番号には枝番号を含む。以

下同じ。）により容易に認められる。） 

(1) 当事者 

ア 原告は、総合建設業を営む株式会社である（争いがない）。 
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イ Ａ持株会（以下「本件持株会」という。）は、その規約（以下「本件規約」という。）によ

り、会員に原告の株式を保有（共有）することを奨励し、その取得を容易ならしめ、もって

会員の財産形成に資することを目的として組織された原告の従業員持株会である（乙１）。 

(2) 代物弁済とこれによる株式の取得 

 原告は、平成１６年７月１日、本件持株会の理事長との間で、本件持株会の原告に対する借

入金残高が３２１億２９７３万５４００円であることを確認した上で、その弁済に代えて、本

件持株会が所有する原告の株式（普通株式７９３万３２６８株）の所有権の移転を受ける旨合

意した（乙２。以下上記合意を「本件代物弁済」といい、これによって消滅した本件持株会の

上記債務を「本件借入金債務」、原告が取得した上記株式を「本件株式」、原告がした株式取得

を「本件株式取得」、本件代物弁済に係る契約書を「本件契約書」という。なお、本件借入金

債務及び本件代物弁済の効果の帰属主体や、本件契約書２条に記載された本件持株会による本

件株式の「所有」の意義をどのように捉えるかについては、争いがある。）。 

(3) 課税処分の経緯等 

ア 処分行政庁は、本件代物弁済により消滅した本件借入金債務の額のうち２８１億４１８４

万０２４２円は、所得税法（平成１７年法律第２１号による改正前のもの。以下同じ。）２

５条１項５号に規定された「みなし配当」に該当し、原告には、同法１８１条１項に基づき、

所得税の源泉徴収及び納付の義務があると認定し、平成１９年２月６日、国税通則法（以下

「通則法」という。）３６条１項２号、６７条１項本文に基づき、別表「課税の経緯（源泉

所得税）」のとおり、原告の平成１６年７月分の源泉徴収に係る所得税納税告知処分及び不

納付加算税賦課決定処分を行った（以下、それぞれ「本件告知処分」、「本件賦課決定処分」

といい、両者を併せて「本件課税処分」という。）。 

イ 原告は、本件課税処分を不服として、平成１９年４月４日付けで異議申立てをしたところ、

処分行政庁は同年６月１２日付けで、原告の申立てを棄却する旨の決定をした。 

ウ 原告は、上記異議決定を不服として、平成１９年７月１２日付けで審査請求をしたが、国

税不服審判所長は、平成２０年６月１８日付けで、原告の審査請求を棄却する旨の裁決をし

た。 

（以上アからウまでにつき、いずれも当事者間に争いがない。） 

エ 原告は、平成２０年１２月１０日、本件訴えを提起した（顕著な事実）。 

２ 被告の主張する本件課税処分の根拠 

(1) 本件告知処分の根拠 

ア 本件持株会の法的性格 

 本件規約によれば、本件持株会は、「民法６６７条１項の定めに基づく組合として組織す

る」とし（本件規約１条）、民法上の組合として設立されたものであることを明らかにして

いる。 

 また、本件規約によれば、「本件持株会は、その目的を達成するために、会員のための持

株制度の管理、運営及びそれに附帯する事業を行」い（同４条）、「会員は、本件規約４条に

定める事業運営のため、本件持株会への出資として、原告の株式及び出資金を拠出する」と

されており（同１９条）、民法６６７条１項が規定する組合契約の成立要件（各当事者が出

資を為して共同の事業を営むこと）を充足している上、本件持株会が保有する財産は会員の

共有とされており（本件規約２２条、２４条及び３１条等）、同法６６８条が規定する「組
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合財産は、総組合員の共有に属する」にも合致している。 

 さらに、従業員持株会が民法上の組合として設立された場合、従業員持株会の稼得した配

当所得は組合員への分配を待たず組合員への配当所得として所得税の課税対象となり（いわ

ゆるパススルー課税）、組合員が配当所得として所得税の確定申告をすることにより、配当

控除（所得税法９２条）の適用を受けることができるところ、本件持株会は、原告から支払

を受けた原告の決算配当のうち配分済株式（本件持株会が保有する株式のうち、個々の会員

の出資に応じて割り当てられ、本件持株会の「会員別持分明細表」に登録され管理されてい

るものをいう。以下同じ。）に係る部分について、「名義人受領の配当所得の調書合計表」を

作成するとともに、会員に対し「名義人受領の配当所得の調書」を発行し、本件持株会が民

法上の組合であることを前提とした計算処理を行い、パススルー課税の扱いを受けていた。 

 以上のとおり、本件持株会は、その規約において、民法上の組合である旨自ら明確に宣言

するとともに、民法の定めるその要件を充足するものとして組織され、自らを民法上の組合

として扱うことによって税法上の利益も享受してきており、原告も、本件持株会に対する決

算配当についてそのような前提での税務処理を行ってきたものであるから、本件持株会は、

民法上の組合である。 

イ 本件代物弁済に伴う「みなし配当」 

 本件代物弁済により、原告が自己株式である本件株式を取得する一方、株主の本件借入金

債務が消滅したのであるから、所得税法２５条１項５号が規定する、法人の株主等が当該法

人の自己の株式の取得により金銭その他の資産の交付を受けた場合に該当し、同項柱書きに

より、本件借入金債務のうち、当該法人の資本等の金額のうちその交付の基因となった本件

株式に対応する部分の金額を超える部分は、利益の配当とみなされ（みなし配当）、同法２

４条１項に規定する配当等となる。 

 本件におけるみなし配当額は、次のとおり、２８１億４１８４万０２４２円となる（乙３

から５まで）。 

 本件借入金債務の額 ３２１億２９７３万５４００円‥①  

 原告の資本等の金額 ５０２億６８００万円    ‥②  

 （内訳） 

  資本金５００億円、資本積立金（資本剰余金）２億６８００万円 

 本件株式数 ７９３万３２６８株‥③  

 原告の発行済株式数 １億株（乙４、５）‥④  

 本件株式に対応する資本等の金額 ３９億８７８９万５１５８円‥⑤  

  ②×③÷④≒３９億８７８９万５１５８円 

 みなし配当額 ２８１億４１８４万０２４２円    

  ①－⑤＝２８１億４１８４万０２４２円 

ウ 原告の源泉徴収義務 

 原告は、上記みなし配当につき「居住者に対し日本国内において‥配当等の支払をする者」

（所得税法１８１条１項）に該当するから、原告には、同項に基づき、所得税の源泉徴収・

納付義務がある。 

 源泉徴収は、「配当等‥の支払の際‥にしなければならない」（所得税法１８１条１項）と

規定されているところ、代物弁済により債務が消滅した場合もここでいう「支払」に該当す
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るから、本件においては、本件代物弁済により本件借入金債務が消滅した平成１６年７月１

日に「支払」がされたものといえ、この時に源泉徴収義務が発生し、同項の定めるところに

より、同年８月１０日が源泉所得税の納付期限となる。 

 源泉徴収・納付すべき所得税の額は、配当等の金額に１００分の２０の税率を乗じて計算

した金額とされており（同法１８２条２号）、上記イのみなし配当所得２８１億４１８４万

０２４２円に１００分の２０を乗じた５６億２８３６万８０４８円が、原告において源泉徴

収・納付すべき所得税の額となる。 

エ まとめ 

 以上のとおり、原告は、本件代物弁済によるみなし配当所得につき、平成１６年７月分と

して（法定納期限は同年８月１０日）、５６億２８３６万８０４８円の源泉所得税を徴収・

納付すべき義務を負っていたから、処分行政庁が、通則法３６条１項２号に基づき、「所得

の種類」を「配当」、「年月分」を「平成１６年７月」（「法定納期限」は「平成１６年８月

１０日」）、「本税」を「５６億２８３６万８０４８円」として行った本件告知処分は適法で

ある。 

(2) 本件賦課決定処分の根拠 

 原告は、本件代物弁済に伴い「みなし配当」が発生したことから源泉所得税の徴収・納税義

務を負っていたにもかかわらず、法定納期限を経過してもその義務を履行しなかったのである

から、通則法６７条１項本文に基づき、不納付加算税を徴収される。そして、不納付加算税の

額は、本件告知処分によって原告が納付すべき所得税の額（別表「課税の経緯（源泉所得税）」

の「本件告知処分等」欄の「本税額」欄に記載されたもの）から１万円未満の端数を切り捨て

た金額（通則法１１８条３項）に１００分の１０の割合を乗じた金額が不納付加算税の額であ

るから、本件賦課決定処分は適法である。 

３ 本件の争点は、本件代物弁済に伴い「みなし配当」が発生したか否かであり、争点に関する当

事者の主張は、以下のとおりである。 

(1) 原告の主張 

ア みなし配当該当性に係る主張 

(ア) 本件持株会は、原告の従業員の財産形成に資することを目的として組織されたもので

あるところ、本件代物弁済は、多額の債務（本件借入金債務）を抱え危機に瀕していた本

件持株会、ひいては、従業員持株制度を維持することにより従業員の福利厚生対策の危機

を救済するために行われたものであり、原告にとって、単なる資本取引としての自己株式

取得にゆえんするものではないから、所得税法２５条１項５号に該当する事実関係は認め

られない。 

(イ) 仮に、本件代物弁済がみなし配当に該当するとしても、本件代物弁済が福利厚生目的

でされたものであることからすれば、本件代物弁済において消滅した本件借入金債務の金

額には、本件株式を取得するための正当な対価（本来の取得価額）に充てられた部分のみ

が資本等取引としてみなし配当に該当し、その余の部分は福利厚生費に充てられた損益取

引とみるべきである。本件株式の時価は類似業種比準価額によれば１株当たり６３０円と

評価することができ、これを上回る部分についてはみなし配当はなかったものとみるべき

である。 

イ 本件持株会の法的性格及びこれに関連する主張 
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(ア) 本件持株会は、その運営実態等に照らせば、人格のない社団の実体を有する団体とし

て実在しており、人格のない社団であるから、仮に、本件代物弁済がみなし配当に該当す

るとしても、その受給者は社団である本件持株会とされるべきところ、本件課税処分は、

本件持株会が民法上の組合であり、会員（組合員）が受給者であることを前提としてされ

ており、受給者を誤っていることから、違法というべきである。 

(イ) また、人格のない社団である本件持株会の資産としては、本件株式が唯一のものであ

り、その時価額（類似業種比準価額である１株当たり６３０円で算定した４９億９７９５

万８８４０円）と本件借入金債務の額（３２１億２９７３万５４００円）とを対比すれば、

本件持株会は著しい債務超過の状態にあり、以後において収支が改善する見込みもなかっ

たから、債務を弁済することが著しく困難であった。原告は、本件持株会がこのような状

態にあることについて会計監査人から是正を求められており、本件持株会がこれを放置す

れば、原告としては法的手続をとって債権回収に当たらざるを得なかった。このように、

本件持株会は通則法２条１０号にいう強制換価手続の執行が避けられない状況にあった

から、仮に、本件代物弁済がみなし配当に該当するとしても、所得税法９条１項１０号の

非課税所得規定が適用される。 

(ウ) 被告の主張するように、本件持株会が民法上の組合に該当するとした場合、本件代物

弁済によって生じた債務の消滅に係る利益を本件持株会の会員らに分配して計算するこ

とは、複雑な清算関係や法律関係が生じるため、不可能である。このことからすれば、本

件代物弁済について所得税法が予定しているようなみなし配当課税を行うことはそもそ

も無理があると考えられる。 

 仮に、本件持株会が民法上の組合に該当するとして税法上の課税関係が各会員個人に帰

属するというのであれば、未配分株式（本件持株会が保有する株式のうち、配分済株式以

外のものをいう。以下同じ。）の代物弁済による本件借入金債務の消滅という利得は、本

件株式を配分済株式として割り当てられていた当時の会員個人、又は貸付金の実行を受け

た本件持株会に対して自身の配分済株式を返還売却しその対価を受け取った当時の会員

個人を実質的債務者として、当該会員個人に分配して計算するのが最も公平かつ合理的な

税務処理というべきである。本件代物弁済により消滅したことが利得と評価された本件借

入金債務は経年により累積、累増してきたものであり、その時々によって会員個人は変動

しているから、本件代物弁済当時の会員のみを債務者としてみなし配当課税の責めを負わ

せることは不公平、不合理である。 

(エ) 株式の発行会社と株主との間に本件持株会のような事業体が介在し、当該株主の株式

売買が専ら当該事業体との間で行われており、当該事業体と発行会社との間で株式の精算

取引（結果的には、自己株式の取得）が行われている場合には、みなし配当課税に係る現

行の所得税法の規定（２５条１項４号）が定めているみなし配当課税の除外事由と同様に、

除外して考えるべきである。 

ウ 処分行政庁の担当職員による指導に係る主張 

(ア) 本件持株会においては、処分行政庁の担当職員の指導により、本件代物弁済の対象と

なった未配分株式に対する配当金を各会員個人に分配しておらず、配分済株式に対する配

当金だけを分配するシステムを構築していた。このような経緯の下で、本件のみなし配当

に係る利得だけを会員個人に分配することは、技術的に困難であり、各会員に納得させる
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だけの理屈や根拠もないのであるから、これを利得とみてみなし配当の対象とするのは不

合理である。 

(イ) 本件持株会が未配分株式に対する配当金を会員個人に分配していないのは、処分行政

庁の担当職員による事実上の拘束力をもつ税務指導によるものであり、その結果、未配分

株式に対する配当金に係る所得税が源泉徴収されたまま、還付金等の取戻しができない状

態が２０年間継続してきた。このような経緯の下で、上記指導に反する本件課税処分がさ

れたことは青天の霹靂というべき事態であって、本件課税処分は不誠実である。 

(2) 被告の反論 

ア みなし配当該当性に係る原告の主張について 

(ア) 原告は、本件代物弁済が従業員の福利厚生対策としてされていることから、所得税法

２５条１項５号に該当する事実関係が認められない旨主張する。 

 しかしながら、仮に、原告が本件持株会との間で本件代物弁済に係る契約を締結するに

当たって、従業員の福利厚生を図る目的を併せて有していたとしても、本件代物弁済の時

点において、本件持株会の会員ら（本件持株会を民法上の組合と解した場合）又は本件持

株会（本件持株会を人格のない社団と解した場合）は、原告に対し本件借入金債務を負っ

ており、本件代物弁済によって本件借入金債務が消滅したという事実関係がある以上、こ

のような本件代物弁済は所得税法２５条１項柱書き及び５号が規定する要件を充足し、こ

のことは、原告が本件代物弁済を行った目的いかんによって左右されるものではない。 

(イ) 原告は、本件代物弁済において消滅した本件借入金債務の金額には、本件株式を取得

するための正当な対価（本来の取得価額）に充てられた部分（資本等取引）のほかに福利

厚生費に充てられた部分（損益取引）が混在しているとみた上、本件株式の時価は、類似

業種比準価額である１株当たり６３０円と評価することができることから、これを上回る

部分については、みなし配当はなかったことになるとも主張する。 

 しかしながら、所得税法２５条１項柱書き及び５号は、株主等が交付を受けた「金銭の

額及び金銭以外の資産の価額の合計額」が、「当該法人の‥資本等の金額‥のうちその交

付の基因となった当該法人の株式‥に対応する部分の金額」を超えるときに、みなし配当

が生じる旨を規定しており、取得の対象とされた自己株式に対応する資本等の金額との間

で比較の対象とすべきものは、株主等が交付を受けた金銭の額等であるから、法文上、取

得の対象とされた自己株式の時価を比較対象としてみなし配当の額を計算すべきものと

解釈する余地はない。 

 なお、この点をおき、仮に、時価を基準としてみなし配当の額を計算することとしても、

本件持株会は、本件代物弁済に先立つ平成１４年１２月２０日、株式会社Ｂに対し、１株

当たりの価額を４０５０円として原告株式を売却しており、かかる取引事例のあることか

らすれば、原告株式１株当たりの時価は４０５０円とみるのが相当であるから、原告の上

記主張を前提としても、本件告知処分におけるみなし配当の額の計算には何ら誤りはない。 

イ 本件持株会の法的性格及びこれに関連する原告の主張について 

(ア) 原告は、本件持株会が、民法上の組合ではなく、人格のない社団である旨主張するが、

一般に、従業員持株会は、民法上の組合と権利能力なき社団との両方の性格を備えている

ものとされており、ある従業員持株会がそのいずれであるかは、団体がそれを構成する当

事者の意思によって創設・維持されるものであることからすれば、法律行為の解釈に関す
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る一般原則と同様に、当該団体の運営実態等から当事者の意思を合理的に解釈して決する

ほかない。そして、本件持株会については、前記２(1)アにおいて述べた事実関係に照ら

し、本件持株会の運営実態等から当事者の意思を合理的に解釈すれば、本件持株会が民法

上の組合として組織され運営されてきたことは明らかである。 

 また、源泉所得税に係る納付告知書には、「納付すべき税額」、「納期限」、「納付場所」

及び「納付の目的」の記載が要求されているにとどまり（通則法３６条２項、国税通則法

施行令４３条、国税通則法施行規則６条１項）、支払を受ける者の氏名や支払年月日等、

支払事実ごとに成立、確定する個々の源泉所得税の納税義務を識別するに足りる事項の記

載は一切要求されていない。このことからすると、仮に、本件持株会の法的性格が人格の

ない社団であると解したとしても、本件告知処分は課税要件を満たしており、処分の同一

性が欠けることにもならないから、その適法性に影響を与えることはない。以上の点は、

源泉徴収制度において、支払者（源泉徴収義務者）は国に対し、一般の納税義務と同列に

扱われている源泉徴収義務を負うのに対し、国と受給者（源泉納税義務者）との間には直

接の法律関係が存しないこと（最高裁判所平成４年２月１８日第三小法廷判決・民集４６

巻２号７７頁参照）からも裏付けられている。 

(イ) 原告は、本件代物弁済については、所得税法９条１項１０号の非課税所得規定が適用

されるとも主張するが、本件持株会は、「資力を喪失して債務を弁済することが著しく困

難である場合」に該当せず、また、本件代物弁済も「強制換価手続による資産の譲渡」等

に該当しないから、原告の上記主張は失当である。 

(ウ) 原告は、本件代物弁済によって生じた債務の消滅に係る利益を本件持株会の会員らに

分配することが不可能であることや、そのような処理をすることは本件借入金及びその消

滅によって生じた利得と直接関係しない本件代物弁済当時の会員のみに負担をさせるこ

とになって不公平であること等を主張する。 

 しかしながら、本件代物弁済が行われた時点において、本件持株会に所属する会員らを

特定することは可能であるから、上記のような計算を行うことも可能であるし、むしろ、

本件規約上、本件持株会が民法上の組合とされている以上、組合員が多数で計算が困難で

あることを理由に分配を拒否することはできないというべきである。 

 また、所得税法２５条１項柱書き及び５号が、自己株式の取得の基因となった金銭等の

交付を捉えて、みなし配当の発生原因としていることに照らせば、このような金銭等の交

付（本件では、本件借入金債務の消滅）が行われるに至った経緯に関与したにすぎない者

（本件代物弁済の対象とされた未配分株式の元所有者や本件借入金債務に係る借入金を

原資として自身の配分済株式を本件持株会に返還売却した元会員）を対象として課税処理

を行うことは、法律上予定されていないというべきである。 

 さらに、本件持株会は、規約上会員の退職等に伴う構成員の変動を予定しており、そう

である以上、本件持株会の債務が長年累積することとなれば、その間に本件持株会の会員

の構成に変動が生じることも当然予定されているというべきであり、所得税法が、自己株

式の取得の基因となった金銭等の交付を捉えて、みなし配当の発生原因として規定してい

ることにも照らすと、本件借入金債務が累積する過程において構成員の変動が生じている

からといって、本件代物弁済時の会員にみなし配当が生じることを「不公平、不合理」な

どとはいえない。 
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(エ) 原告は、本件代物弁済については、現行の所得税法の規定（２５条１項４号）が定め

ているみなし配当課税の除外事由に倣い、みなし配当課税の規定の適用対象から除外して

考えるべきであるとも主張するが、みなし課税に関する現行法令の規定を無視した主張で

あって、失当である。そもそも、租税法は、原則として、強行法の性質を持つのであるか

ら、法令の文言上、課税要件の除外事由に該当しないことが明らかであるにもかかわらず、

除外事由に該当するものと取り扱うべきことにはならない。 

ウ 処分行政庁の担当職員による指導に係る原告の主張について 

 原告は、本件持株会が未配分株式に対する配当金を会員個人に分配していないのは、処分

行政庁の担当職員による事実上の拘束力を持つ税務指導によるものであり、本件持株会では、

配分済株式に対する配当金だけを分配するシステムを構築していたことから、本件のみなし

配当に係る利得だけを会員個人に分配することは困難であることや、上記指導により、未配

分株式に係る配当金は源泉徴収されたまま、還付金等の取戻しができない状態が２０年間継

続してきたにもかかわらず、本件課税処分がされたのは不誠実であること等を主張する。 

 しかし、原告の主張する事実関係を踏まえても、上記担当職員は、実務上、未配分株式を

会員に割り当てるなどして早期に処理することが求められていることを前提にした上で、未

配分株式に係る配当について支払調書の提出が不要であることを述べたことがうかがわれ

るにすぎない。本件持株会が多数の未配分株式を抱えていたのは、こうした早期の処理を怠

った結果にすぎないから、処分行政庁の対応に非難されるべきところはないというべきであ

る。 

第３ 争点に対する判断 

１ 配当所得及びみなし配当に関する所得税法の規定 

 所得税法の定める配当所得とは、法人から受ける利益の配当、剰余金の分配等に係る所得をい

い（同法２４条１項）、配当所得の金額は、その年中の配当等の収入金額とされている（同条２

項）。 

 配当とは、一般的には、企業活動によって生じる一定期間の利益の処分として株主等出資者に

対してされる利益分配を意味するが、税法上の配当所得の概念は、これよりも拡張されており、

本来は利益の配分の性格を持たない基金利息や利益の前払の性格をもつ中間配当を含み、さらに、

配当、利子、証券の売却益等各種収益の混合から成る証券投資信託の収益の分配等まで取り込ま

れ、さらには、会社の正式な決算手続に基づき利益が分配されたものでなくても、実質的にみて

それが出資者が出資者の立場で受ける利益の分配とみられる限りにおいて、配当所得として取り

扱うこととされている。一方、人格のない社団等からの剰余金の配当、利益又は剰余金の分配等

については、所得税法上の配当所得とはされない（同条２４条１項）。 

 所得税法２５条は、形式的には法人の利益配当ではないが、資本の払戻し、法人の解散による

残余財産の分配等の方法で、実質的に利益配当に相当する法人利益が株主等に帰属したものと認

められる行為が行われたときに、その経済的実質に着目し、これを配当とみなして（みなし配当）

株主等に課税する趣旨の規定である。 

２ 認定事実 

 前記前提事実等（第２の１）に加え、証拠（掲記のもののほか、甲３１、３２）及び弁論の全

趣旨を総合すれば、本件持株会の設立の経緯等について、以下の事実を認めることができる。 

(1) 原告は、総合建設業を営む株式会社であり、その株式が金融商品取引所に上場されていな
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い非上場会社であるところ、原告の従業員持株会として、昭和６３年以前には「Ｃ」が存在し

ていた。ただし、本件持株会と異なり、「Ｃ」の会員には原告の役員も含まれていた。（甲２、

１２、３１、３２、弁論の全趣旨） 

(2) 昭和６３年１１月１日、本件規約に基づき、本件持株会が設立された。本件規約等の概要

は、次のとおりである。（甲２、乙１） 

ア 本件持株会は、民法６６７条１項の定めに基づく組合として組織し（１条）、会員に原告

の株式を保有（共有）することを奨励し、その取得を容易ならしめ、もって会員の財産形成

に資することを目的とし（３条）、この目的を達成するために、会員のための持株制度の管

理・運営及びこれに付帯する事業を行う（４条）。 

イ 本件持株会の会員は、原告の総合職をもって構成し（５条）、この資格を有する者は、別

に定める運営細則の手続によって入会し、会員がこの資格を喪失したときは、自動的に退会

するほか、理事長に届け出て退会することができる（６条）。 

ウ 本件持株会には、役員として、理事長、副理事長、理事及び監事を置き（７条）、理事及

び監事は、原告の各本支店所属の会員から候補者を選出し、総会において選任し、理事長及

び副理事長は、理事の互選により選任し（８条）、理事長が本件持株会を代表し、その業務

を執行する（９条）。 

エ 本件持株会には、機関として、総会及び理事会を置く（１１条）。 

 このうち、総会は、本件規約に定めるもののほか、規約の改廃、決算の承認、解散及び清

算並びにその他理事会が必要と認めた事項を決議し（１３条）、理事会は、本件規約に定め

るもののほか、持株制度の管理・運営に関する事項、運営細則の改廃及びその他会務運営に

関する事項を決議する（１７条）。 

オ 運営 

(ア) 会員は、本件持株会の事業運営のため、本件持株会への出資として、会社株式及び出

資金（本件持株会設立時に拠出された会員の出資金（以下「運営出資金」という。）並び

に積立金、奨励金及び配当分配金（以下、積立金以下３者を一括して「拠出金」という。）

をいう。）を拠出し、本件持株会は、拠出された会社株式、運営出資金及び拠出金を、そ

れぞれ「会社株式持分」、「運営出資金持分」及び「拠出金持分」として算出し、「会員別

持分明細表」に登録する（１９条から２２条まで）。 

(イ) 本件持株会は、運営出資金及び拠出金によって、退会者の持分返還による株式、会員

の持分一部返還による株式、会社の増資による割当株式及びその他関係株主所有の株式を

購入し（ただし、運営出資金及び拠出金が不足する場合、原告から借入れを行うことがで

きる。）、購入した株式を所定の基準日に会員の「申込株式持分数」に応じて配分計算する

とともに、これを「会員別持分明細表」に追加登録する（２３条、２４条）。 

(ウ) 会員は、本件持株会が保有する株式を管理の目的をもって理事長に信託して、株式は

理事長名義とし（２５条）、出資持分に係る権利を他に譲渡又は担保提供することができ

ない（ただし、事前に理事会の承認を得たときは、この限りでない。２６条）。 

 会員は、その株式持分について、株式による返還を受けることはできず、退会するとき

は、その株式持分の全部を本件持株会に売却しなければならない。この場合、本件持株会

は、当該会員の株式持分数に本件規約の定める株式評価額を乗じて算出した金額を現金で

支払う。（２７条、２９条） 
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 会員が本件持株会を退会するときは、本件持株会は、当該会員の拠出金持分及び運営出

資金持分の全部を現金で返還する（２８条）。 

カ 解散及び清算 

 本件持株会は、①その目的を達成し、事業を完了したとき、②事業遂行が不能となったと

き、又は③その他これらに準じた状況が生じたときは、理事会の決議を経た上、総会に付議

して解散を決定する（３０条）。 

 解散及び清算は、民法その他の法令を準用し、残余財産は、会員のそれぞれの持分に応じ

て配分する（３１条）。 

(3) 本件持株会は、保有する原告株式に係る配当を原告から一括して受け取っており、このう

ち配分済株式に係る部分については会員からの拠出金（上記(2)オ(ア)）に振り替え、未配分

株式に係る部分については「有価証券配当金」に振り替えて本件持株会の収入としていた。さ

らに、配分済株式に係る部分については、「名義人受領の配当所得の調書合計表」を作成する

とともに、会員に対し、その配分済株式に対する配当金額及びその源泉徴収税額を記載した「名

義人受領の配当所得の調書」を発行していた。他方、原告では、本件持株会に一括して支払っ

た配当額及び源泉徴収税額を記載した支払調書を発行していた。（甲５、１４、弁論の全趣旨） 

(4) 本件持株会は、退会者から株式持分を買い戻す場合等に行う不足資金の借入れ（前記(2)オ

(イ)）につき、原告との間で、昭和６３年１１月１日付けの協定書を交わしていたが、退会す

る会員から購入した配分済株式を割り当てるだけの新たな会員の入会や拠出金が確保できな

い状態となったため、平成８年頃から、未配分株式数及び原告からの不足資金の借入れが増加

を続け、平成１４年１２月２０日時点で、原告からの借入金の額は２６０億円に達していた。

こうした状況を受けて、本件持株会は、原告に金利免除や借入条件の変更を申し入れるなどし

たほか、同日には、株式会社Ｂに対し、１株当たりの価額を４０５０円として原告株式１００

万株を売却した。（甲９、２８、３１、３２、乙１０）。 

(5) 原告と本件持株会は、本件代物弁済を行うに当たり、１株当たりの価額を４０５０円と定

めた上で、その価額に対応する借入債務を消滅させるものとして本件契約書を作成した。また、

原告は、平成１６年１月１日から同年１２月３１日までの事業年度の法人税の確定申告時に提

出した「所得の金額の計算に関する明細書」には、本件代物弁済につき、「区分」欄に「自己

株式取得」、「処分」、「社外流出」欄に「配当２８１億４１８４万０２４２円」と記載した。（甲

５、乙３） 

(6) 本件持株会の保有する原告株式の内訳は、平成１６年１月１日時点では、配分済株式１０

８２万０８５１株、未配分株式７４５万５３５９株であったところ、本件代物弁済を実施した

後である平成１６年１２月３１日時点では、配分済株式９８８万０４６９株、未配分株式４６

万２４７３株となった（乙６）。 

３ 本件持株会の法的性格等について 

(1) 原告は、本件持株会が、民法上の組合ではなく、人格のない社団である旨主張するので検

討するに、一般に従業員持株会については、権利能力なき社団として組織することも、民法上

の組合とすることも可能であると考えられるところ、特定の従業員持株会がそのいずれである

かは、一般に団体がそれを構成する当事者の意思によって創設・維持されるものであることか

らすれば、法律行為の解釈に関する一般原則と同様に、当該従業員持株会の運営実態等から当

事者の意思を合理的に解釈して決するのが相当である。 
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(2) これを本件持株会についてみれば、本件持株会は、これを権利能力なき社団（人格のない

社団）として組織することが可能であったと考えられるにもかかわらず、本件規約１条で、あ

えて民法上の組合として組織することを明確に宣言し、自らを民法上の組合として扱っている

ところ、昭和６３年に実施された本件規約の上記条項は、今日に至るまで改正されていない。

また、あえて実体と異なるものとして上記条項を定めなければならない合理的な理由は見当た

らず、これをうかがわせる証拠もないところである。 

(3) もっとも、本件規約が会員、役員、機関、運営等として定める内容（前記２(2)）をみると、

独立した組織として原告の従業員（総合職）によって構成され、理事長が代表し、運営の重要

な事項は会員から選出された理事会において決定され、その運営に要する費用は、原告から受

け取る株式の配当を充当するなど、本件持株会は団体としての組織を備えている。また、総会・

理事会は多数決によって議事の決定を行い、議決権の行使については、会員の意思に基づき理

事長が代表して行い、株式の購入、売却等の財産の処分は総会において決定するなど、多数決

の原則が行われているし、原告の総合職として採用された者は、入会手続を執ることによって

本件持株会の会員となり、会社を退職したとき又は退会手続を執ったときに本件持株会を退会

することとされ、構成員の変更にかかわらず団体が存続している。さらに、原告との関係では、

原告株式は理事長名で本件持株会が単独保有する形をとり、会員はその持分を有し、理事会は、

理事長から本件持株会の資産及び運営の状況に係る報告を定期的に受け、これを承認し、配当

金は会社から源泉徴収された金額を受領した後、持分に応じて会員に配分し、理事長は会員の

選出した理事の互選により決定し、会員は持分を売却したいときは、本件持株会に対して持分

の譲渡を行い、持分の購入は、本件持株会が保有する未配分株式を基に、年度ごとに購入可能

枠が設定され、会員の意思で持分の譲渡を受けることとされているから、組織における代表の

方法、総会の運営、財産の管理等団体としての要点が確定しているといえる。そして、本件持

株会においては、実際にも、総会や理事会が開催されるなどの本件規約に従った運営がされて

いると認められ（甲１５、１６）、これらの特徴をみる限り、本件持株会は、最高裁判所昭和

３９年１０月１５日第一小法廷判決（民集１８巻８号１６７１頁）の示した権利能力なき社団

の成立要件を充足しているようにもみえる。 

(4) しかしながら、上記判決は、法人格のない団体が権利能力なき社団として認められるため

の必要条件を示したものであって、判示された要件を充足する場合には必ず権利能力なき社団

であると解すべきである旨判示したものではないから、本件持株会が上記判決の示した要件を

充足するとしてもそのことから直ちに人格なき社団に当たるということにはならない。 

 かえって、従業員持株会が民法上の組合として設立された場合、従業員持株会の稼得した配

当所得は組合員への分配を待たずに組合員への配当所得（所得税法２４条）として所得税の課

税対象となり、組合員が配当控除（同法９２条）の適用を受けることができるのに対し、従業

員持株会を人格のない社団として設立した場合には、配当金が従業員持株会から構成員に分配

されたとしても、構成員の雑所得（同法３５条）となり、構成員は配当控除を受けられないと

いう税法上の扱いの差違があることを受けて、本件持株会は、原告から支払を受けた原告の決

算配当のうち配分済株式に係る部分について、「名義人受領の配当所得の調書合計表」を作成

するとともに、会員に対し、その配分済株式に対する配当金額及びその源泉徴収税額を記載し

た「名義人受領の配当所得の調書」を発行する（前記認定事実(3)）など、配分済株式に係る

部分については、本件持株会が業務に関連して他人のために配当所得の支払を受ける者（所得
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税法施行規則９７条１項参照）であることを前提とした計算処理を行い、本件持株会が民法上

の組合であることを前提としたパススルー課税の扱いを受けていたというのである。 

 こうした本件持株会の運営実態等に係る事実から当事者の意思を合理的に解釈すれば、本件

持株会は、税法上の扱いに即して、民法上の組合という組織形態を積極的に選択した上、これ

に沿った運営が行われてきたことは明らかであり、以上によれば、本件持株会の法的性格は民

法上の組合であると認めることができる。 

 なお、本件持株会は未配分株式も保有しており、本件代物弁済が行われた当時、その数が配

分済株式と対比しても相当な割合に達していたことは前記２(6)のとおりであり、これらの株

式についてはパススルー課税の扱いを受けていなかったことになる。しかし、会員ごとに管理

されている株式（配分済株式）に当たらないものであっても、その出資等の割合に対応した持

分が観念でき、これを会員らの共有に属する組合財産とみることが可能である。また、パスス

ルー課税の扱いを受けていないことについても、権利帰属の実体に即した会員らへの割当てを

せず、その便益を享受しなかっただけのことであるから、これらの事実をもって、本件持株会

を民法上の組合とみることの妨げにはならないというべきである。 

(5) 原告は、本件持株会の前身であるＣについて、人格なき社団である旨を判示した大阪地方

裁判所の判決（甲１２）があることから、Ｃの法的性格が人格なき社団であることについて、

関係当事者が共通の認識をもち、審理に当たった裁判所も同様の認定判断をしたことが分かる

ところ、本件持株会の設立に当たって、Ｃの法的地位に変更が加えられることはなかったから、

本件持株会も、人格なき社団である旨主張する。 

 しかしながら、上記判決によれば、Ｃが行う社員持株制度は、会員の会社株式の保有を奨励

し、その実行を容易ならしめて会員の財産形成に資することを目的とするものであることや、

規約上、会員が定年、死亡又はその他の事由により会社を退社するときは、社員持株制度の維

持協力のためその時点における持株全部をＣに譲渡しなければならないとされていること等

が認定されているものの、Ｃの規約において、本件持株会と同様に、民法上の組合として設立

されたことが明記されているか否か、Ｃの会員が配当控除を受けていたのか否かといった点は

明らかでない。 

 そうすると、仮に、Ｃについて、人格のない社団であると評価できる事情があったとしても、

民法上の組合であるか否かを判断するための重要な指標となる事情の有無に関し、Ｃが本件持

株会と同様であるか否かは不明であり、上記判決をもって、本件持株会も同様に人格なき社団

であると判断することはできない。また、制度の目的や、退社の際の持株の処分方法等につい

ては、民法上の組合であれ、人格なき社団であれ、認められる事情であるし、規約に民法上の

組合として設立されたことが明記されている以上、本件持株会の設立に当たって、関係者にお

いて、Ｃの法的地位に変更を加える意図がないということはできず、本件持株会がＣと同様に

人格なき社団であったと結論づけることもできない。 

(6) 原告は、本件代物弁済によって生じた債務の消滅に係る利益を本件持株会の会員らに分配

されたとみることは不可能であり、そのような処理に伴って本件代物弁済当時の会員のみに源

泉納税義務を負担させるのも不公平であるように主張する。しかし、まず、本件代物弁済が行

われた時点において、本件持株会に所属する会員らを特定することは可能であるから、上記の

ような計算を行うことも不可能とはいえないし、所得税法２５条１項柱書き及び５号が、自己

株式の取得の基因となった金銭等の交付を捉えて、みなし配当の発生原因としていることに照
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らせば、このような金銭等の交付（本件では、本件借入金債務の消滅）が行われるに至った経

緯に関与したにすぎない、本件代物弁済の対象とされた未配分株式を割り当てられていた元会

員又は自身の配分済株式を返還売却する際、本件借入金債務に係る借入金を原資として対価の

支払を受けた者を対象として課税処理を行うことは、法律上予定されていないというべきであ

るから、原告の上記各主張も失当である。 

(7) 以上のとおり、本件持株会の法的性格は民法上の組合とみるべきであり、これと異なる前

提に立つ原告の主張（前記第２の３(1)イ(ア)から(エ)まで）はいずれも理由がない。 

４ みなし配当該当性に係る原告の主張（前記第２の３ア）について 

(1) 原告は、本件代物弁済が従業員の福利厚生対策としてされていることから、所得税法２５

条１項５号に該当する事実関係が認められない旨主張する。 

 この点に関し、本件持株会の法的性格等として上記３で認定したとおり、本件持株会が原告

の従業員の財産形成に資すること等の福利厚生を目的としていることは否定できない。しかし、

そのことに加えて、本件代物弁済による本件借入金債務の消滅が、そのような目的を有する本

件持株会ないし従業員持株制度を維持して従業員の福利厚生対策の危機を救済するという性

質を有するものであるとしても、本件代物弁済の時点において、民法上の組合である本件持株

会の会員らは、原告に対し本件借入金債務を負っており、本件代物弁済によって本件借入金債

務が消滅したという事実関係がある以上、本件代物弁済は所得税法２５条１項柱書き及び５号

が規定する要件を充足しており、このことは、原告が本件代物弁済を行った目的いかんによっ

て左右されるものではない。 

(2) 原告は、本件代物弁済において消滅した本件借入金債務の金額には、本件株式を取得する

ための正当な対価（本来の取得価額）に充てられた部分（資本等取引）のほかに福利厚生費に

充てられた部分（損益取引）が混在しているとみた上、本件株式の時価は、類似業種比準価額

である１株当たり６３０円と評価することができることから、これを上回る部分については、

みなし配当はなかったことになるとも主張する。 

 しかしながら、所得税法２５条１項柱書き及び５号は、株主等が交付を受けた「金銭の額及

び金銭以外の資産の価額の合計額」が、「当該法人の‥資本等の金額‥のうちその交付の基因

となった当該法人の株式‥に対応する部分の金額」を超えるときに、みなし配当が生じる旨を

規定しており、取得の対象とされた自己株式に対応する資本等の金額との間で比較の対象とす

べきものは、株主等が交付を受けた金銭の額等であって、法文上、取得の対象とされた自己株

式の時価を比較対象としてみなし配当の額を計算すべきものと解釈する余地はなく、本件代物

弁済の結果、原告の株主としての地位に基づき、本件借入金債務が消滅するという利益が発生

しているのであるから、上記資本等の金額を上回る部分をみなし配当とみるほかないというべ

きである。 

(3) 以上の次第であるから、原告の上記各主張はいずれも採用できない。 

５ 処分行政庁の担当職員による指導に係る原告の主張（前記第２の３ウ）について 

 証拠（甲１４、３１、３２）によれば、昭和６３年に本件持株会が設立され、Ｃの保有してい

た原告株式の承継等が行われたことに伴い、その課税関係について疑問が生じ、原告担当者が東

税務署を訪ねて税務相談を行ったこと、その際、処分行政庁の担当者からは、原告から本件持株

会に支払われる配当金については、持株会１名のみを受給者として記載した支払調書等を作成し

て提出すれば足り、会員ごとの内訳を記載する必要はないこと、本件持株会から会員に支払われ
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る配当分配金については、所得税法施行規則９７条に基づき、本件持株会が会員に代わって配当

を受領したものとして、「名義人受領の配当所得の調書」等を作成して提出する必要があるが、

「持株会の繰越共有持分」に係る配当金についてこれを提出する必要がないこと等を説明した事

実が認められる。 

 原告は、上記の事実から、本件持株会が未配分株式に対する配当金を会員個人に分配していな

いのは、処分行政庁の担当職員による事実上の拘束力を持つ税務指導によるものであり、本件持

株会では、配分済株式に対する配当金だけを分配するシステムを構築しており、本件のみなし配

当に係る利得だけを会員個人に分配することは困難であること、上記指導により、未配分株式に

係る配当金は源泉徴収されたまま、還付金等の取戻しができない状態が２０年間継続してきたに

もかかわらず、本件課税処分がされたのは青天の霹靂ともいうべき事態であること等から、本件

課税処分は不誠実であると主張する。 

 しかしながら、一般に従業員持株会において会員への配分が行われなかった未配分株式につい

ては、配当金の分配や議決権の行使に当たり問題が生じ得ることから、一時的に従業員持株会に

株式をプールするとしても、その後早期にその状態を解消することが適切な処理とされている

（乙７）。そうすると、原告担当者が処分行政庁の担当職員から、「持株会の繰越共有持分」に係

る配当について「名義人受領の配当所得の調書」等の提出は不要であること等の説明を受けたと

しても、これは、「繰越共有持分」とあるとおり、未配分株式が早期に解消されることを前提と

した上で、暫定的な税務処理について説明を加えたものとみるのが自然であり、原告が主張する

ように、相当数の未配分株式が恒常的に存在することを念頭に置いた説明であるとは考えにくく、

未配分株式に係る配当金の会員個人への分配の要否について具体的な指導があったとは認めら

れないし、他にそのような指導がされたことを認めるに足りる証拠もない。 

 そうすると、原告の上記各主張はいずれも採用できないというべきであり、原告主張の事情が

本件課税処分の違法事由となることもないというべきである。 

６ 結論 

 以上のとおりであるから、原告の納付すべき本税額及び不納付加算税の額は、別表「課税の経

緯（源泉所得税）」の「本件告知処分等」欄のとおりであり、本件課税処分は適法である。 

 よって、原告の請求はいずれも理由がないから棄却することとし、主文のとおり判決する。 

 

大阪地方裁判所第７民事部 

裁判長裁判官 奩田 徹 

   裁判官 小林 康彦 

   裁判官 五十部 隆 
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別表 

課税の経緯（源泉所得税） 

（単位：円） 

区分 
本件告知処分等 

 
(平成19年2月6日) 

異議申立て 

 
(平成19年4月4日)

異議決定 

 
(平成19年6月12日)

審査請求 

 
(平成19年7月12日) 

裁決 

 
(平成20年6月18日)

本税額 5,628,368,048 0 棄却 0 棄却 

不納付加算税額 562,836,000 0 棄却 0 棄却 

 


